
三河校長会教育条件委員会活動報告 
 

１ 給与改定について （資料１・２参照） 
  （データ提出締め切りの関係で、「１２／１０現在」の情報になります。） 

・１２／ ９（月） 県教委から組合への回答を実施 

・１２／１０（火） 県教育条件委員会にて情報提供 

 ・給料表：人事委員会が勧告した給料表に改定 

       民間よりも11,223円低かったため、「３年連続」の増額 
       若年層に手厚く（約２万５千円増額）しつつ、すべての年齢層で見直し 

       校長職では個人差があるが、平均５千円程度の増額 
 ・初任給調整手当：国に準じて改定 

 ・期末手当：６月期・１２月期の支給割合をそれぞれ「1.25月」 

 ・勤勉手当：６月期・１２月期の支給割合をそれぞれ「1.05月」 
 

 
 ★2024年４／１に遡って、「差額支給」（３年連続の支給） 

  ①１２／１９県議会閉会 → 閉会に間に合えば、「１２月中の差額支給」 

＜試算＞ 

・初任者で「38万円弱」？？？  校長級で「13万円程度」？？？ 

   ※１２月中の支給になれば、本会議時にはすでに受け取っていることになります。 

  ②１２月議会で議決されず、２月議会の場合、「３月支給」？？？ 
 

 ★2025年４／１からの給与制度アップデータ 

  配偶者手当：今後、配偶者手当は「減額」を経て「廃止」の方向 
  子どもに関する手当て：配偶者手当廃止分を含め、増額の方向 

 
２ 令和６年度退職金について 

 今年度の「セカンド ステージ セミナー」（ＳＳＳ）の資料を添付しました。 
  → 上記の給与改定により、基準になる数値が変わってきます（退職金が増額する）

が、ご自身の退職金を「試算」してみてください。 
 

３ 令和５年度三河校長会資料「退職金について」 
 昨年度（令和５年度）に配付された「ＳＳＳ」資料をもとに、令和５年度の退職金に

ついての試算方法（特に計算式や換算基準）を詳しくまとめて、昨年度の三河校長会に
て報告したものになります。上記の、今年度の「ＳＳＳ」資料とあわせて、こちらの資

料の計算式や換算基準を参照すると、詳しく計算できます。 
 

４ 今後、中高一貫校で働く中学校教員の給与形態について 
・中高一貫校で働く場合も、中学校の過程の指導を行う場合は、義務教育学校の給与基

準となる（高校の給与とはならない予定）。 
・一貫校では現実的に高校生の指導を行わざるを得ない場面も想定されるが、現状では、

高校での兼務発令はしない方向で調整中。 
・同一校で勤務するが、本務が高等部になる高校教員は高校教員の給与体系、本務が中

等部になる中学校教員は義務教育学校の給与体系となる（予定）。 
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060216_ 三河教育条件資料 退職金について 
（令和５年度開催「セカンドステージ・セミナー」の資料等から抜粋して作成） 

※支給割合等は１２月の改正以前のものになります。12月末の給与改定により変更されています 

退職手当の計算式 

退職日における給料月額（※１） × 支給割合（※２） ＋ 調整額（※３） 

 

１ 役職定年後の給与について 
 60歳を迎えた翌年からは給与抑制され、「７割水準」となるよう調整される。しかし、

管理職が役職定年により降任した場合、管理職手当の不支給、期末・勤勉手当の役職段
階別加算等の減により、降任前の「６割程度」まで下がってしまう。 

 
＜非管理監督職＞ 

給料 地域手当 期末・勤勉手当 

 

給料 地域手当 期末・勤勉手当 

 
＜管理監督職＞ 

給料 地域手当 管理職手当 期末・勤勉手当 

 

給料 ※ 地域手当 期末・勤勉手当 

 

 管理職については、給料の月額の「７割水準」とするため、不足分を「調整額（図中の
※印）」として支給する。これにより、７割水準には届かないものの、現職中の63～67％

程度の水準の給与となるように設定されている。 

 
２ 退職金の計算に用いる給料月額（※１） 

前述のように、61歳以降、給料は「60歳の『現職』時の７割程度」に削減される。こ
の減額後の給与で計算されてしまうと退職金が大幅に減ってしまうため、60歳の時点で

の給与月額で計算される。 
 

３ 支給割合（※２） 
 勤続期間が35年以上の場合、支給割合は「47.709」となる。しかし、勤続期間が短い

場合、支給割合が下がる。 
 勤続期間の計算では「１年未満の端数」は切り捨てとなる。そのため、前年度途中か

ら勤務していたとしても、その分は加算されない。 
 

４ 調整額（※３） 
 調整額は、管理職（校長 or 教頭）の在職期間によって計算されるが、最大 60 月（５

年間）として計算される。そのため、校長職が５年を超える場合は、校長としての５年
間で算定され、校長３年以前に教頭の勤務経験がある場合、校長としての３年と教頭と

しての勤務の最大２年分が算定される。 

校長職歴 教頭職歴 調整額合計 

５年以上 54,150×60 ０年 0  3,249,000  

４年 54,150×48 １年 43,350×12  3,119,400  

３年 54,150×36 ２年以上 43,350×24  2,989,800  

 

６０歳 

６０歳 

６１歳 

６１歳 

約70％水準 

約70％水準 

約63～67％水準 

参考：令和５年度資料 



 
 

５ 退職金の基本額 
 退職金は、「基本額」と前述の「調整額」を合算した金額となる。この基本額は、前述

の、「給料月額」（※１ 役職定年前の給料月額）に、「支給割合」（※２）をかけた金額で
ある。 

なお、支給割合は「勤続期間35年以上」で試算した。 
 

号給 給料月額 × 支給割合 基本額（円） 

１９ 442,200 

× 47.709 

21,096,919 

２５ 449,800 21,459,508 

３４ 458,400 21,869,805 

４０ 461,500 22,017,703 

４６ 464,600 22,165,601 

５２ 467,700 22,313,499 

６１ 472,300 22,532,960 

 

６ 退職金の試算 
＜例１ 勤続期間38年、４－61号給、校長歴５年の場合＞ 

  472,300円（給料月額）×47.709（支給割合）＋3,249,000（調整額） 
＝25,781,960円 

＜例２ 勤続期間38年、４－49号給、校長歴５年の場合＞ 
  466,100円（給料月額）×47.709（支給割合）＋3,249,000（調整額） 

＝25,486,164円 
 

＜例３ 勤続期間34年（35年未満）、４－25号給、校長３年＋教頭２年以上＞ 
  449,800円（給与月額）×46.83015（支給割合）＋2,989,800（調整額） 

＝24,054,001円 
 

＜例４ 勤続期間31年、４－19号給、校長３年＋教頭２年以上＞ 
  442,200円（給与月額）×42.31035（支給割合）＋2,989,800（調整額） 

＝21,699,436円 
 

７ 退職手当に係る税金 
 ・退職手当（退職所得）に係る税金としては、「所得税」と「住民税」（市町村民税・県

民税）がある。 
 ・令和19年 12月 31日までに退職する場合、「復興特別所得税」（所得税の2.1％）も

併せて徴収される。 

 ・退職手当に係る税金は、その他の所得とは分けて、「分離課税」される。また、通常
の所得税が前年の所得に対して課税されるのに対して、当該支給年度に、支給金額

から差し引く形で徴収される。 
 ●得税の対象となる金額 

   （退職手当支給額 ― 退職所得控除額）× １／２ （※1,000 円未満切り捨て） 
 

 
 

※ 定年延長により、長く働くと「控除額」が増え、有利になる。 
＜文責：山北＞ 

＜勤続20年超の場合＞ 
800万円 ＋ 70万円 ×（勤続年数 ― 20年） 

 



令和６年度 学校経営委員会 活動報告        ③ 
 

 
 

 
 

 

○ 主たる目標 

・児童生徒の「生きる力」を育む学校経営に関する研究 

○ 事業内容 

・学校経営に関する研究推進（情報収集、整理研究、広報） 

・各研究大会に向けての研究推進（研究協議会での事前研修、大会参加の依頼・集約） 

・愛知県教育振興会と連携した教育的刊行物の編集と啓発推進（「ゆう＆ゆう」の執筆、原稿審

議、助成事業） 

○ 活動報告 

１ 委員会の開催 6/7豊橋、11/29岡崎、2/21岡崎 

  研究内容の検討、研究大会参加割当立案など 

２ 各研究大会に向けての研究推進（東陸小愛知･東陸中福井大会、全連小徳島･全日中岩手大会

すべて通常開催） 

研究発表事前協議会（研修）を開催  6/7豊橋、8/27岡崎 

※東陸中福井大会・東陸小愛知大会口頭発表者に発表をしてもらいました。研修も兼ねて協

議会として実施しています。 

３  愛知県教育振興会との連携 

(1)  教育的刊行物の編集作業   計画に則り実施 

(2)  刊行物の広報と注文とりまとめ・啓発推進   随時実施 

(3) 愛知県教育振興会助成事業 

 ※ 親と子のつどい豊橋市で開催。R7年度は西尾で開催予定。 

○ 所見 

各研究大会への参加者数や発表の割り当ての調整、参加者への連絡等、県校長会事務局や県学

校経営委員会と連絡・調整を図りながら円滑に行うことができた。引き続き、会議の充実を図る

とともに、関係団体との連携も密にしながら活動に取り組んでいく。本年度は東海北陸小学校研

究大会が愛知で行われるなど、参集型での研修は他地域の校長先生方と直に協議することがで

き、大変有意義な大会となった。 

愛知県教育振興会との共催である教育的刊行物の編集と普及推進については、滞りなく実務を

推進することができ、役割を果たすことができたが、刊行物の注文数の減少が課題である。 

今後も、児童生徒の「生きる力」を育む学校経営に関する研究の更なる推進のために、各研究

大会の発表等の役割分担や、参加者の調整等を円滑に進め、各地区で実施される事前の研究協議

会のいっそうの充実を図り、教育的刊行物の普及とその活用を促進していく。 



１ 令和７年度研究大会概要ならびに三河参加人数と三河参加者     令和７年１月１０日 

  
 
２ 令和７年度研究大会発表者・司会者等一覧（三河分） 

(1) 東海・北陸地区連合小学校長会教育研究三重大会            敬称略 

分科会・研究協議題目 発 表 者   

⑩ 危機対応 
口頭発表 岡崎・大門小学校 紀平 高之 

司  会 岡崎・豊富小学校 加藤  環 

(2) 全国連合小学校長会研究協議会福岡大会 

    発表予定なし 

(3) 東海北陸中学校長会研究協議会岐阜大会                敬称略 

分科会・研究協議題目 発 表 者   

⑧ 
学校と地域の連携・協働
による「チーム学校」と
「働き方改革」の実現 

口頭発表 田原・福江中学校 矢野 正明 

司  会   

 (4) 全日本中学校長会研究協議会香川大会 

発表予定なし 

 
 
 

第60回 東海北陸地区連合小学校長会教育研究 三重大会 
期 日：令和７年１０月９日（木）・１０日（金） 
会 場：三重総合文化センター 
会 費：６，０００円？ 
愛知県参加予定人数(名古屋市含む)：１９１人  
三河地区予定人数：６８人（うち三河役員3名含む）+県役員1人 
第77回 全国連合小学校長会研究協議会 福岡大会   
期 日：令和７年１０月１６日（木）・１７日（金） 
会 場：福岡国際会議場 福岡サンパレス 他 
会 費：８，０００円 
愛知県参加予定人数(名古屋市含む)：９５人   
三河地区予定人数：３２人（うち三河役員3名含む）+県役員1人＋県学経1人 
第65回 東海北陸中学校長会研究協議会 岐阜大会  
期 日：令和７年７月３日（木）･４日（金） 
会 場：ホテルグランヴェール岐山 他 
会 費：７，５００円 
愛知県参加予定人数(名古屋市含む)：２０４人  
三河地区予定人数：７０人（うち三河役員3名含む）＋県役員1人 
第76回 全日本中学校長会研究協議会 香川大会 
期 日：令和７年１０月２３日（木）・２４日（金） 
会 場：レクザムホール 他 
会 費：７，０００円 
愛知県参加予定人数(名古屋市含む)：４５人   
三河地区予定人数：１４人（うち三河役員1名含む）＋県役員1人＋県学経1人 



３ 県校長会研究収録執筆予定者（三河分）                 敬称略 

 
 

大会名 執筆校長氏名 学校名 

全連小福岡大会 杉浦
すぎうら

 政之
まさゆき

 西尾市立一色東部小学校 

全日中香川大会 芳賀
は が

 敏
とし

行
ゆき

 豊橋市立南部中学校 









三河特別支援教育委員会 報告依頼事項 

  令和７年１月１０日（金） 

１ 経過報告 

（１）会議等 

・第４回 愛知県小中学校長会 特別支援教育委員会 

日時：令和６年１０月２２日（火） １３：００～ 

      会場：愛知県教育会館  ※１５：００～県教委合同研修会 

 

２ 令和６年度特別支援学級の実態調査について 

 ・活動報告書 別紙参照 

 

４ 今後の予定 

・第５回 愛知県小中学校長会 特別支援教育委員会 

日時：令和７年 １月２１日（火） １３：３０～ 

      会場：ウインクあいち  ※１５：００～愛特研 

・第３回 三河小中学校長会 特別支援教育委員会 

      日 時：令和７年２月 ５日（水）１３：３０～ 

      会 場：蒲郡市民会館 

・第６回 愛知県小中学校長会 特別支援教育委員会 

日時：令和７年 ２月１３日（木）１３：３０～ 

      会場：愛知県教育会館 

 

 

⑨ 



【別紙】○9  

研究主題 

共生社会の形成に向けて、 

一人一人の教育的ニーズに応え、豊かに生きる力を
はぐくむ特別支援教育の推進と充実  

                                                   特別支援教育委員会 

１ はじめに 

現在、特別支援学級一学級の児童生徒数は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律」によって、編制基準が８名と定められている。近年、特別支援学級に在籍する児

童生徒の数が急増し、一人一人の障害の状態も重度・重複化、多様化が見られる。そこで、特別支

援学級の編制基準が８名では、一人一人の教育的ニーズに十分に応えられず、担任も大きな不安を

抱えているという現状を明らかにしていくこととした。 

２ 実態調査について 

今回は、知的障害特別支援学級と自閉症・情緒障害特別支援学級の担任（５名以上を受け持って

いる担任を中心）を対象として、各地区４分の１の学校を抽出して、実態調査を実施した。９月に

調査を行い、10 月以降に結果を集計・分析し、基準の見直しに向けて、「児童生徒の障害の特性・

実態の多様化や複雑化・ニーズの個別化、在籍児童生徒の多学年化」が担任に及ぼす困り感につな

がっている実態を把握した。 

⑴  調査項目について 

「安全管理面」「学習指導面」「生活指導・生徒指導面」「学級経

営・運営面」の４項目で、編制基準が８名では担任として不安に思う

ことについて、より具体的に調査できるように質問を設けた。 

⑵  調査結果 

今回の調査では、合計 312 人の回答を得た。４つの項目ごとに、

編制基準が８名では担任として不安を感じるかについて質問したと

ころ、すべて項目において、約 95％以上の担任が８名基準では不安に感じることが分かった（表

１）。項目ごとに見てみると、安全管理面では「衝動的な行動へ対応すること（303 人・約 97％)」、

学習指導面では「障害の度合いに応じた教材教具の準備や提供をすること（293 人・約 94％）」

への不安が高かった。このことから、特別支援学級担任が、目の前の児童生徒の特徴的・衝動的

な行動への対応、そして、それぞれに異なる発達段階や実態が求めるニーズへの対応に苦慮して

いる状況が分かる。また、学級経営・運営面では「複数の学年が在籍しており、教育課程の編成

や実施が複雑になること（286 人・約 92％）」への不安が高いことから、在籍児童生徒数の増加

による多学年化が、一人一人にニーズに応えることの難しさにつながっていることがうかがえる。 

３ おわりに 

今後は本年度の実態調査の結果を詳しくに分析し、各学校現場で、より一人一人の教育的ニーズ

に応じた指導・支援ができるよう、特別支援学級編制基準の改善に向けて、今後も関係諸機関に対

し粘り強く働きかけていきたい。 

(表１) 項目ごとの担任が

不安に感じている割合 

項目 数 ％

安全管理面 299 96%

学習指導面 309 99%

生活指導・
生徒指導面

298 96%

学級経営・
運営面

295 95%


